別記様式第３号の１
事業計画書
１　事業の内容
	事業名
	

	事業の趣旨・目的
	

	実施日時
	年　　月　　日　　時　～　　年　　月　　日　　時

	実施場所（住所）
	

	入場料・参加料・出展料
	□有料（　　　　円）
□無料（有料としない理由：　）

	共催者、後援者の名称とその役割
	

	
	

	
	

	事業内容
	

	参加予定人数
	人　


２　取組内容等
　※普段行っている取組ではなく、本申請事業に係る内容を記載してください。
	項目
	取組内容等

	地域性
	①地域との交流や普及活動など、当該申請事業に含まれる内容にチェックを入れ、具体的な内容を記入すること。
□派遣型、訪問型アウトリーチ（公演等の会場まで行くことのできない児童生徒や病院等の施設入所者に対する訪問）
□公募等によるワークショップ（体験指導や実技指導等による人材育成）
□講演会や講習会、プレセミナー（鑑賞事業等に対する事前の学習機会の提供）
□その他（　　）
具体的な内容


	
	②地域の文化資源（人材を含む）を活用した試みや地域住民の関わり等について記入すること。

	独創性
	①制作実施の体制について、該当するものにチェックを入れること。
□自主制作
□制作の一部を業者・団体等に委託
委託する内容


	
	②独創的な特徴や工夫している点について記入すること。

	新規性
	・新規事業の場合はその新規性、継続事業の場合は従来（前回）の取組との相違点や、拡充した内容について記入すること。

	発展性
	・事業完了後の具体的な展開や継承等について記入すること。

	その他
	・その他、当該事業の特色や特記事項等があれば記入すること。


■新潟県文化活動推進事業補助金交付要綱に規定する消費税等仕入控除税額の発生の有無を確認するため、申請者について、以下の区分のいずれに該当するか選択すること。
	区分
	記載欄

(該当するものに印をつけること)
	消費税等仕入控除税額発生の有無

	(1)消費税法における納税義務者とならない者(※１)
	
	無し

	(2)免税事業者(※２)
	
	無し

	(3)課税事業者
	①簡易課税制度の適用を受ける者(※３)
	
	無し

	
	②公益法人等(※４)で特定収入割合
(※５）が５％を超える者
	
	無し

	
	③上記以外の者
	
	有り


※１　消費税法における納税義務者とならない者

国内において、対価を得る資産の譲渡、貸付及び役務の提供等課税の対象となる取引を行っていない者
※２　免税事業者

課税期間に係る基準期間（個人事業者の場合はその年の前々年、事業年度が１年である法人の場合はその事業年度の前々事業年度）の課税売上高が１千万円以下となり、納税義務が免除される者
※３　簡易課税制度の適用を受ける者

課税期間に係る基準期間の課税売上高が5千万円以下であり、かつ、「簡易課税制度選択届出書」を事前に提出している者
※４　公益法人等（消費税法別表第三に掲げる法人又は人格のない社団等）

一般財団法人、一般社団法人、公益財団法人、公益社団法人、国立大学法人等
※５　特定収入割合

特定収入（補助金、負担金、出資金等）の合計／（税抜課税売上高＋免税売上高＋非課税売上高＋国外売上高＋特定収入）
■上記表(3)③に該当する場合
・別記様式第４号の１（収支予算書）及び第11号の１（収支決算書）で予算額及び
決算額を報告するに当たり、消費税及び地方消費税（以下、「消費税等」という。）
を除外して提出することができるものとする。

・消費税等込・消費税等抜のいずれで報告するかを選択し、印をつけること。
消費税等込　　・　　消費税等抜

事業種別：県民文化活動推進事業（通常枠）








